




















仕様書 
 
１ 有料時間貸平面駐車場に関する条件 

⑴   経費（駐車場の運営等に伴う費用）の負担 
①  鹿児島県庁舎外来駐車場（北駐車場及び南駐車場の１階部分（二輪駐車場を除く。））

の借受に関連して生じる維持管理費用，保守点検費用及び光熱水費等一切の費用は借
受者の負担とする。 

②  必要に応じて，電気代を算定するための子メーター等を借受者の負担と責任で設置
するものとする。 

③  電気代については，県が発行する納入通知書により，県が指定する日までに納入す
ること。 

⑵  事業計画 
借受者は，賃貸借期間の開始前までに事業計画を作成し，鹿児島県庁舎等管理者（以下

「庁舎管理者」という。）の承認を受けなければならない。 
また，事業計画を変更する場合も変更前までに庁舎管理者の承認を受けなければなら

ない。 
⑶  設計，整備等 

①  借受者は庁舎管理者が事業計画を承認した後でなければ，工事に着手することはで
きない。 

②  借受者は，自らの責任と負担において，有料時間貸平面駐車場の設計，整備，運営，
維持管理（更新，保守点検等），修繕，撤去等を行わなければならない。 

③  賃貸借期間中，有料時間貸平面駐車場を設置していない期間（工事期間等）にあっ
ても，賃貸借場所を鹿児島県庁舎等利用者（以下「庁舎等利用者」という。）が利用で
きる駐車場として運営及び維持管理を行わなければならない。 

④  工事を行う場合は，庁舎等利用者の駐車場利用に支障が生じないよう，駐車場内に
駐車スペースを確保するとともに，安全対策を講じなければならない。 

⑤  現在，当該建物は駐車場として貸付を行っており，現在の施設（設備機器等）は，
令和６年３月 31 日までに現借受人が撤去することとしているが，次の借受人が現借
受人と協議の結果，現施設を使用する場合は，事業計画書にその旨記載し，庁舎管理
者の承認を受けること。 

⑷  貸付物件（駐車場）施設の使用条件等 
①  工作物，備品等（照明機器，信号機等を含む）は原則として鹿児島県で設置してい

るものを使用することとし，それ以外に必要なものがある場合は，借受者の負担と責
任により整備等を行うこととする。 

②  鹿児島県で設置している駐車場設備は別添「設備一覧」のとおり。 
③  前各号に挙げる駐車場設備の修繕・保守点検等にかかる費用は借受者の負担とする。 

別紙４ 



⑸  駐車場の仕様 
駐車場はゲート方式とし，出口には自動料金精算機を設置すること。管理機器は万が

一のトラブル時にも迅速な対応が可能な駐車場機器を使用すること。 
①  借受者が新たに設置する管理機器の詳細及び技術要件は以下のとおりとする。  

ア 駐車券発行機（２台） 
・  防雨構造の屋外対応機器であること。 
・  駐車券の発行は，自動発券，押しボタン発券，手動発券の切り替えが可能であ

ること。 
・  駐車券に「入庫日」，「入庫時刻」を印字可能であること。 
・  駐車券切れ予告，機器トラブルの発報が可能であること。 

イ 自動料金精算機（２台） 
・  防雨構造の屋外対応機器であること。 
・  音声案内と液晶表示により，利用者に分かりやすい操作案内が行えること。 
・  駐車券の読取は長手４方向の読取が可能であること 
・  精算金種は，1,000 円札，500 円硬貨，100 円硬貨，50 円硬貨，10 円硬貨が利

用可能であること。（新紙幣及び新 500 円硬貨を含む） 
・  領収書発行機能を有すること。 
・  インボイス制度に対応可能であること。 
・  料金区分に応じた料金精算が可能であること。 
・  各種の分類集計機能を有すること。売上額，利用台数，駐車時間台数，入出庫

時刻別台数の分類（24 分類）が可能であること。 
・  金庫抜取り，ドア開，トラブル発生時はジャーナル紙への記録が可能であるこ

と。 
・  24 時間コールセンターに連絡できるインターフォンを設置すること。 
・  機器の各種異常信号，設備信号をコールセンターへ自動送信できること。 
・  コールセンターから遠隔操作で出口ゲートの開閉ができること。また，ゲート

の遠隔操作に応じて出庫台数と駐車台数の調整ができること。 
・  駐車券紛失や駐車券読取不良の対応として，コールセンターから出口自動料金

精算機へ入庫時刻を送信し，料金精算を可能とすること。  
・  減免不良や減免忘れに備え，コールセンターからの時刻送信により，出口自動

料金精機に減免利用料金へ表示切替をし料金精算を可能とすること。 
・  コールセンターと出口自動料金精算機との通信機能を有し，過去最大 20 件の

精算状況の確認，領収証の再発行ができること。 
・  釣銭切れ予告，ジャーナル切れ予告，トラブル信号を自動発報可能であること 

ウ カーゲート（４台） 
・  防雨構造の屋外対応機器であること。 



・  安全対策としてゲートバー落下防止機能を有すること。 
・  停電時などは，手動でゲートバーの開閉が可能であること。 

エ 割引認証機（20 台以上） 
・  最大５種類の複数の割引設定ができること。 
・  駐車券の挿入方向が間違っていた場合，エラー音で知らせること。 
・  割引内容の訂正が可能なこと。 
・  駐車券に割引処理済の印字ができること。 

② 車室，車路及び設備の配置に当たっては，安全を十分に確保することとし，次のこ
とに留意すること。駐車場内等における案内，注意喚起，事故防止などの看板，機器
の設置及びペイント表示については，事業計画に記載し，庁舎管理者の承認を受ける
こと。 

⑹  駐車場管理の業務仕様 
①  保守点検業務 

   ア 借受者が設置した管理機器について，安全かつ安定的に運用することができる 
ように，借受者の責任にて維持管理を行うものとする。 

イ 借受者が設置した管理機器の故障・不具合等が生じたときは，速やかに管理機器
の点検・修理を行うこと。 

   ウ 借受者は設置した管理機器の定期保守点検を，年３回(４ケ月に１回)実施するこ
と。なお，定期点検及び修理に対応する作業員は，納品機器メーカーの認定技術員
であること。 

   エ 借受者は，定期保守点検後，「点検報告書」を県に提出すること。  
   オ 管理機器の点検修理にかかる費用は，すべて借受者の負担とする。 

②  コールセンターの業務内容      
    ア 借受者は，駐車場利用者とのトラブル等に迅速かつ的確に対応するため， 

駐車場専用のコールセンターを設置すること。 
また，コールセンターは災害時等でも繋がる様に 2 拠点以上運用していること。 

   イ 借受者は，当該コールセンターに係る業務を第三者に再委託できないものとす
る。 

    ウ コールセンターは，24 時間 365 日対応可能とすること。 
エ 駐車場利用者からトラブル等の連絡があったときは，直ちに適切な対応を行う

こと。 
   オ コールセンターは，管理機器の各種信号・異常信号を自動で受信できること。信

号受信確認の結果，駐車券の詰まりなど現場での対応が必要な場合，または，管理
機器等のメンテナンスが必要な場合は，直ちに係員，または技術員を現場へ急行さ
せること。  

   カ 緊急時はコールセンターから遠隔操作により出口ゲートの開閉ができ，ゲート



の遠隔操作に応じて駐車台数の調整ができること。  
   キ 駐車券の紛失や駐車券読取不良の際は，コールセンターから入場時刻を送信す

ることにより，出口自動料金精算機に駐車料金を表示させ，駐車料金の徴収が可能
であること。 

ク コールセンターから過去数件の精算状況確認ができ，領収証の再発行ができる
こと。   

⑺  駐車場の運営 
①  土曜日，日曜日，祝日，１月１日から１月３日まで及び 12 月 29 日から 12 月 31 日

までを除く各日の８時から 18 時までの間を庁舎等利用者優先時間帯(以下「優先時間
帯」という。)とする。 

②  優先時間帯以外の時間帯については，一般有料時間貸平面駐車場として運用可能と
する。 

③  借受者は，駐車場内での事故，駐車場を管理する装置の障害その他駐車場施設に伴
う問題が発生した場合，日時を問わず，連絡を受けてから原則 20 分以内に現地へ到
着し対応を行う体制を整えなければならない。ただし，インターフォン等で対応し，
遠隔操作等で解決できる場合は，この限りではない。 

④  借受者は，運営開始前までに，駐車場の運営方法が変更になることについての看板
を借受者負担で設置するなど，駐車場利用者が混乱しないように努めること。また，
看板の設置方法等については，事業計画書に記載し，庁舎管理者の承認を受けること。 

⑤  借受者は，運営開始時には，駐車場利用方法の変更が順調に行われるよう，駐車場
案内員を配置して利用方法の周知に努めること。 

また，駐車場案内員の配置期間は，庁舎管理者と協議の上，決めること。 
⑥  借受者は，月に２回以上の清掃を定期的に行い，駐車場内の衛生管理に努めること。 
⑦  借受者は，庁舎管理者に対し，駐車場利用者への対応マニュアルを作成し配布する

こと 
⑻  駐車料金の設定 

①  優先時間帯の庁舎等利用者駐車料金は，無料とすること。 
②  優先時間帯の一般利用者駐車料金については，次のことに留意すること。 

ア  庁舎等利用者の駐車スペースの確保を第一とするため，鹿児島県庁周辺で最も 
高い駐車場料金の２倍以上に設定すること。 

イ  庁舎等利用者の駐車に支障が生じていると庁舎管理者が認めた場合は，速やか
に駐車料金を見直して是正措置を実施すること。 

ウ  運営開始後に庁舎等利用者の駐車に支障が生じない範囲で，庁舎管理者が認め
た場合は，借受者は駐車場料金を２倍以下での設定ができるものとする。 

③  優先時間帯においては，最大料金設定(駐車後○時間最大料金○円等の料金設定)は
行わないこと。 



④  運営開始時の料金体系を変更する場合には，事前に庁舎管理者の承認を受けること。 
⑤  優先時間帯を超えた庁舎等利用者の利用について，庁舎管理者が料金を徴しないこ

とを認めた場合は，駐車料金を無料とすること。 
⑥  職員が特別な事情により利用することが，やむを得ないと所属長が認め，庁舎管理

者が駐車の承認をした場合は，駐車料金を無料とすること。 
⑦  庁舎等利用者の駐車料金無料処理は，認証機により行うこととし，庁舎内に 20 台

設置することとする。認証機の認証時間設定変更や貸付期間内の更新・修理について
は県と協議して行い，かかる経費は借受者が負担すること。 

⑧  精算機には，一般利用者及び庁舎等利用者向けの操作方法の説明を，分かり易く表
示すること。 

⑨  鹿児島ユナイテッドＦＣのホームゲーム観戦者及び県体育館で開催される鹿児島
レブナイズのゲーム観戦者については，認証処理等で６時間無料とする 

⑼  駐車場の利用制限 
①  庁舎管理者が業務上駐車スペースを必要とするとき等は，借受者は入庫車両台数を

制限し，必要なスペースを確保しなければならない。この場合の料金は無料とする。
主なものは次のとおりである。 

ア  研修及び会議（平日，１日平均 150 台，年 244 日程度） 
イ  電気設備工事（休日，１日平均３台，年３日程度） 
ウ  研修及び会議（休日，１日平均 30 台，年２日程度） 
エ  その他業務の都合（休日，１日平均 10 台，年 27 日程度） 
オ  電気設備点検（例年２月の第１土・日曜日の２日間）防災機器等が全て停止する

ことから駐車場は使用禁止。 
※ あくまでも目安であり，県主催の行事等によっては上記台数，日数が変わる場合が

ある。 
②  災害等，その他庁舎管理者が必要と認めるときは，駐車場の利用を制限できるものと

し，借受者は庁舎管理者に協力しなければならない。この場合の料金は無料とする。 
 
２ 駐車場利用状況及び苦情等の報告 

⑴   借受者は，駐車場の利用状況(１日毎の駐車台数及び売上額)について，月報(月末締
め)を翌月末日までに庁舎管理者に提出すること。 

⑵   駐車場に関する近隣及び駐車場利用者等への対応は，すべて借受者の責任で行うも
のとする。なお，事故や利用者からの苦情等があった場合，借受者は対応及び結果を速
やかに庁舎管理者に報告すること。 

 
３ 駐車場内の安全確保と防犯 

⑴  借受者は，駐車場内の安全確保と防犯に努めること。 



⑵  防犯対策として，駐車場全体が確認できる防犯カメラを設置するものとし，以下の
点に配慮すること。 

①  防犯カメラの撮影範囲は必要最小限とする。 
②  防犯カメラが作動中であることを駐車場内外の見やすい場所に表示し，駐車場利

用者に周知する。 
③  防犯カメラで記録した映像データの個人情報保護については，万全の管理を行う。 
④  映像データの保存期間は１月以内の必要最小限度の期間とし，保存期間が終了し

た映像データは消去・上書等により確実に消去し漏洩防止措置を行う。 
 
４ 禁止事項 
⑴  賃貸借物件を第三者に転貸することはできない。 
⑵  本件賃借権を第三者に譲渡し，又は他の権利を設定することはできない。 

 
５ 解除 

借受者が賃料を滞納した場合は，相当の期間を定めて，催告の上，契約を解除する。 
 
６ 貸付物件の返還 

⑴  借受者は，貸付期間が満了したとき，又は契約が解除されたときは，借受物件を原状
に回復して庁舎管理者の指定する日までに返還しなければならない。 

⑵  原状回復の範囲は，庁舎管理者の承認を得て決めることができる。 
⑶  借受者は鹿児島県に対し借受物件の返還に伴って発生する費用及び立ち退き料等一

切の請求をすることはできない。 
⑷  

７ 県の体制 
駐車場施設の整備工事及び運営に関する窓口は，庁舎管理者とする。 

 
８ 業務の履行に関する措置 

⑴  庁舎管理者は本業務を履行するに当たって，著しく不適当と認められるときは，借受
者に対して，その理由を明示した書面により，必要な措置をとるべきことを要求する。 

⑵  借受者は，上記要求があったときは，当該要求に係る事項について対応措置を決定し，
庁舎管理者の指示に従い，必要な措置を講じるものとする。 

 
９ その他 

⑴  駐車場法など，関係法令に係る手続は，全て借受者が行うものとする。 
⑵  借受物件内に駐車場業務と関係のない施設，機器等（自動販売機等を含む。）を設置

する場合は，事前に書面により庁舎管理者の承諾を得ることとする。 



 
⑶  借受物件内及び屋外での広告物の掲示は可能である。ただし，事前に書面により庁舎

管理者の承諾を得ることとする。なお，屋外広告物については，「鹿児島市屋外広告物
条例」等に基づくものとする。 

⑷  庁舎管理者は駐車場の運営状況を随時調査でき，借受者はこれに協力しなければな
らない。また，庁舎管理者は借受者に対し，経営状況等について資料の提出を求めるこ
とができる。 

⑸  仕様書に定めのない事項は，地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号），地方自治法施行
令（昭和 22 年政令第 16 号），鹿児島県財産に関する条例（昭和 39 年３月 30 日条例第
12 号），鹿児島県公有財産管理規則（昭和 39 年４月１日規則第 42 号），鹿児島県会計
規則（昭和 62 年３月 30 日規則第 30 号），鹿児島県庁舎等管理規則（平成 8 年 11 月
15 日規則第 79 号）に定めるところによる。 

⑹  その他協議すべき事項が生じた場合は，その都度借受者と庁舎管理者の両者協議の
上，定めるものとする。 




